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●タイ・バンコクと北海道 
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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が前年を上回るなど、一部に明るい動きがみら

れる。住宅投資は持ち直している。公共投資は増加している。輸出は、アジアや米国、西欧

向けが増加している。

生産活動は持ち直している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債総額とも減少している。
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①大型小売店販売額～２か月ぶりに増加

５月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋０．８％）は、２か月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比＋０．９％）は、飲食料品、

身の回り品、その他の品目が前年を上回っ

た。スーパー（同＋０．８％）は、衣料品や身

の回り品が前年を下回ったが、飲食料品やそ

の他の品目などが前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．６％）

は、３か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３か月連続の増加

５月の新設住宅着工戸数は、２，８７８戸（前

年比＋５．８％）と３か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲７．０％）が

減少したものの、持家（同＋１７．９％）、分譲

（同＋２３．９％）が前年を上回った。

１～５月累計では、１１，６６４戸（前年比

＋４．４％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、貸家（同▲０．５％）、分譲

（同▲６．４％）は減少しているが、持家（同

＋１５．１％）が増加している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～３か月ぶりに増加

５月の公共工事請負金額は、１，１６０億円

（前年比＋４０．８％）と３か月ぶりに前年を上

回った。

発注者別では、北海道（前年比▲２．６％）

などが前年を下回ったが、国（同＋１４４．１％）、

市町村（同＋４２．１％）が前年を上回った。

１～５月累計では、請負金額３，２５１億円

（前年比▲１．４％）と前年を下回った。

④来道客数～１５か月連続で前年を上回る

５月の来道客数は、９８１千人（前年比

＋７．３％）と１５か月連続で前年を上回った。

１～５月累計では４，２６３千人と前年を３．９％

上回った。

５月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ１０．１％ 増 加 し た 。 国 内 線 （ 前 年 比

＋１０．１％）、国際線（同＋９．４％）ともに前年

を上回った。

⑤貿易動向～輸出、輸入とも６か月連続増加

５月の道内貿易額は、輸出が前年比２２．４％

増の３３９億円、輸入が同２７．７％増の１，５２２億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や一般機械などが

増加し、６か月連続で前年を上回った。輸入

は、原油及び粗油などが増加し、６か月連続

で前年を上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動き

５月の鉱工業生産指数は９１．９（前月比

＋０．４％）と２か月連続の上昇。前年比（原

指数）では▲１．５％と１２か月連続で低下し

た。

業種別では前月に比べ、パルプ・紙・紙加

工品工業、石油・石炭製品工業など６業種が

低下したが、窯業・土石製品工業、一般機械

工業、金属製品工業など１０業種が上昇した。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．６１倍となり、前月比横ばい、前年比では

０．１１ポイント上昇した。前年比は４０か月連続

の上昇となった。

新規求人数は、前年比７．７％の増加とな

り、４０か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（前年比＋１１．５％）、

医療・福祉（同＋６．１％）、建設業（同

＋１６．５％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

６月の企業倒産は、件数が３４件（前年比

▲１９．０％）、負債総額が８１億円（同▲４８．２％）

となった。件数は８か月連続で前年を下回っ

た。負債総額は７か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別では、建設業が１０件、小売業が６件

などとなった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
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原油価格 
の高騰 

１．平成２５年４～６月期実績

前期に比べ、売上DI（プラス９）は

１０ポイント、利益DI（△３）は７ポイ

ントそれぞれ上昇した。売上DIは平成

３年１０～１２月期（プラス１１）以来、およ

そ２１年ぶりの水準に持ち直した。

２．平成２５年７～９月期見通し

売上DI（プラス１９）および利益DI

（プラス７）はそれぞれ１０ポイント上昇

し、引き続き業況の好転が見込まれる。

定例調査

売上DIは２１年ぶりの水準に持ち直す
第４９回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４９回定例調査
（２５年４～６月期実績、７～９月期見通し）
判断時点
平成２５年６月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３９ １００．０％
札幌市 １８６ ４２．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ １９．１
道 南 ３７ ８．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６７ １５．３ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６８３ ４３９ ６４．３％
製 造 業 １９５ １１６ ５９．５
食 料 品 ６７ ４１ ６１．２
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２１ ６１．８
鉄鋼・金属製品・機械 ５４ ２８ ５１．９
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２６ ６５．０
非 製 造 業 ４８８ ３２３ ６６．２
建 設 業 １２２ ８７ ７１．３
卸 売 業 ９５ ６２ ６５．３
小 売 業 ９８ ５９ ６０．２
運 輸 業 ５１ ３６ ７０．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２０ ６９．０
その他の非製造業 ９３ ５９ ６３．４

〈図表２〉業種別の要点

要 点（４～６月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２５年
１～３ ４～６ ７～１０

見通し

２５年
１～３ ４～６ ７～１０

見通し

全産業 製造業、非製造業ともに持ち直す △１ ９ １９ △１０ △３ ７

製造業 食料品は依然マイナス。木材・木製品
が堅調 △４ ２ ８ △４ △１ ０

食料品 仕入価格上昇により水産加工は厳しい △１５ △１２ ２ △２１ △１７ △７

木材・木製品 建築需要増加に伴い、数量が増加 △１０ ３３ ２９ △２５ ２０ １０

鉄鋼・金属製品・機械 原材料価格上昇するも、価格転嫁難航 １５ ０ ４ ２４ ０ ４

非製造業 ホテル・旅館業を除き売上DIはプラ
スに ０ １１ ２３ △１２ △４ ９

建設業 公共工事増加で、売上DIは１３年ぶり
のプラス △１０ ８ ３２ △２２ △１ １６

卸売業 販売単価が上昇。鋼材卸、燃料卸に明
るさ ０ １０ ２１ △１０ △８ １０

小売業 燃料店、自動車関連が堅調 △２ ２２ １７ △１６ △３ ２

運輸業 物流がやや活発化。燃料価格の上昇を
警戒 ３５ ２２ ３４ １５ ３ １５

ホテル・旅館業 観光は底堅い。地方都市で集客に苦戦 △３０ △１５ △１０ △３０ △１５ △１１

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５５％） ＋９ 製造業（７４％）では全４業種で１位。卸売業（６２％）で２１ポイント上
昇。

�過当競争（４１％） △３ 小売業（６１％）、建設業（６０％）で高率。卸売業（５２％）で１８ポイン
ト上昇。

�売上不振（３５％） △３ 鉄鋼・金属製品・機械（３６％）で１１ポイント上昇。小売業（２０％）で
１６ポイント低下。

�諸経費の増加（３４％） ±０ 上昇は３業種、低下は５業種。運輸業（５８％）、食料品製造業
（５０％）でウェイト高い。

�人手不足（２６％） ＋３ 建設業（５２％）で１０ポイント、運輸業（３６％）で７ポイントそれぞれ
上昇。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業
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①
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①
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①
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①
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①
６８
（５８）

①
４８
（３９）

③
４６
（４４）

①
６２
（４１）

②
４６
（３１）

①
７２
（５９）

②
４０
（３０）

２５
（２７）

�過当競争
②
４１
（４４）

２２
（２９）

１８
（２７）

１９
（１４）

１８
（３１）

③
３６
（４２）

①
４８
（４９）

①
６０
（６５）

②
５２
（３４）

①
６１
（７１）

２５
（２９）

３０
（３９）

①
３６
（３４）

�売上不振
③
３５
（３８）

②
４２
（３６）

③
３８
（３８）

③
２９
（２４）

②
３６
（２５）

①
６８
（５８）

３２
（３９）

３７
（４９）

③
４２
（４２）

２０
（３６）

１９
（１５）

①
５０
（５７）

２７
（３０）

�諸経費の増加 ３４
（３４）

③
３７
（３９）

②
５０
（５３）

②
３３
（３３）

③
２１
（３８）

③
３６
（２５）

③
３３
（３３）

２３
（２３）

３２
（２９）

③
３９
（３１）

②
５８
（５９）

③
３５
（４４）

２７
（３６）

�人手不足 ２６
（２３）

１７
（１４）

２０
（２４）

１９
（５）

③
２１
（１９）

４
（４）

２９
（２６）

②
５２
（４２）

１３
（９）

１１
（１６）

③
３６
（２９）

１５
（１７）

③
２９
（２９）

�人件費増加 ２２
（１９）

１７
（１７）

２５
（１８）

５
（５）

１１
（２２）

２０
（２１）

２４
（２０）

２５
（１７）

１８
（１９）

２１
（２８）

１７
（９）

１５
（１３）

①
３６
（２５）

�販売価格低下 １９
（２５）

１５
（２２）

２０
（２１）

５
（１４）

１１
（２２）

２０
（２９）

２１
（２６）

１７
（２６）

３０
（３１）

２５
（３３）

１４
（１２）

２０
（３９）

１６
（１６）

	価格引き下げ要請 １５
（１６）

１２
（１８）

１０
（９）

１９
（１４）

１８
（２８）

４
（２１）

１６
（１６）

２３
（１６）

２５
（３１）

５
（５）

１１
（１２）

－
（４）

１３
（１８）


資金調達 ６
（９）

１０
（１０）

１３
（９）

－
（５）

１４
（１６）

８
（８）

５
（８）

６
（７）

５
（７）

２
（１０）

１４
（１２）

５
（９）

２
（９）

�設備不足 ５
（６）

４
（７）

３
（１２）

５
（－）

７
（９）

４
（４）

５
（６）

－
（－）

５
（３）

１１
（５）

６
（１２）

１５
（１３）

４
（１１）

�代金回収悪化 ４
（５）

４
（５）

－
（９）

５
（５）

４
（－）

８
（８）

４
（５）

２
（１）

１０
（１４）

５
（７）

－
（３）

－
（４）

２
（４）

その他 ４
（４）

３
（４）

３
（９）

－
（－）

７
（－）

－
（４）

４
（３）

３
（３）

－
（５）

５
（２）

３
（３）

１０
（－）

５
（５）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２４年
７～９１０～１２

２５年
１～３４～６７～９

見通し

２４年
７～９１０～１２

２５年
１～３４～６７～９

見通し

２４年
７～９１０～１２

２５年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △２ １ △１ ９ １９ △１３ △７ △１０ △３ ７ ３３ ３２ ３０ ３４ ３０（２８）

札幌市 ３ １ ６ １６ ２３ △１２ △３ △５ △３ １２ ３５ ３５ ３３ ３６ ３５（２５）

道 央 △２ １ △５ ８ ８ △９ △１ △１ １ △４ ３６ ３５ ３３ ３６ ２６（３３）

道 南 ０ １２ ６ △１１ ２２ △１６ △２２ △１５ △１４ １１ ３９ ２５ ２６ ２５ ２３（２９）

道 北 △１０ ０ △１１ ３ ２２ △２５ △５ △２２ ３ １３ ３１ ３２ ２５ ３６ ２８（３０）

道 東 △７ △９ △９ ６ １５ △１３ △２４ △２２ △１１ △２ ２２ ２５ ２５ ３２ ２４（２８）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、売上DIは財政、金融面からの景気刺激策もあって大幅に好転しまし

た。円安による原材料価格の上昇や人手不足などの懸念材料もありますが、公共事業増加の

ほか、消費税増税前の駆け込み需要も徐々に表れ、景気回復感は強まっています。このよう

な状況の中で、企業は技術力の向上や高付加価値商品の開発によって他社との差別化を図

り、売上増加につなげようとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜飲料製造業＞ 同業者が増加したことで競

争が激化し、販売価格が低下している一方、

円安によって原材料価格が上昇している。

＜水産加工業＞ 急激な円安は原材料や燃

料、資材等が値上がりし負担が大きい。ファ

ストフィッシュ（手軽に魚介類を楽しめる加

工食品）の製造に取組み販売促進につなげ

る。

＜製材業＞ 国内市場は低価格指向が強く、

円安により原材料価格が高騰している状況で

も、販売価格への転嫁が難しい。

＜電気機械器具製造業＞ 東北地方を中心に

前年並みの受注を確保している。今後は消費

税引上げ前の駆け込み需要に期待すると共

に、本州に営業所を新設し基盤を強化する。

＜金属製品製造業＞ 技術や専門的業務等の

継承を進め、高齢化や人材育成の遅れに対応

したい。

＜機械製造業＞ 鋼材や副資材の単価上昇に

伴い、製造原価が上昇している。受注の拡大

を目指し、他業界へのアプローチを続ける。

＜コンクリート製品製造業＞ 受注が減少す

る中で人員等を縮小してきたが、急激な仕事

の増加は消化不良になる可能性が高く、人手

不足が今後の悩みである。

＜ビニール製品製造業＞ 石油製品の値上が

り分を販売価格にどの程度転嫁できるか検討

する。力の弱い企業は今後更に厳しくなると

思われ、淘汰が進むと思われる。しばらくは

不安定な状況が続くだろうが、他社の状況を

しっかり見ながら対応し、販売先を増やすよ

う計画する。

＜飼料製造業＞ 輸入製品が激減し価格高騰

が顕著。これに伴って国内製品も価格が上昇

基調になっているが、原料となる魚が不足し

ており生産が追い付かない。

＜建設業＞ 特に建築工事において競争が激

しいことから、企画力の向上によって特命受

注を目指し、利益率を高めたい。

＜建設業＞ 技術提案力が向上したことに

よって受注が増加している。また、経費削減

効果により利益も増加している。引き続き適

正な人員を確保して、さらなる受注増を目指

す。

経営のポイント

景気回復感強まる中、他社との差別化がカギ
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 作業員の高齢化や、円安による

資材価格上昇といった不安がある。労務管理

や工程管理をしっかり行い、効率をアップさ

せてコスト削減を図る。得意先を優先するな

ど受注選別もやむを得ないとの考えで臨む方

針だ。

＜設備工事業＞ 消費税引上げ前の駆け込み

需要のせいか、例年より工事量が増加してい

るが、工事価格は相変わらず低調で、量でカ

バーしようにも職人の数が不足している。

＜住宅建築業＞ 価格競争が激しく、受注額

と固定経費のバランスが悪いため、顧客から

のより安くという希望になかなか応えること

ができない。社内経費節約にも限界があり苦

心している。

＜左官業＞ 業界では職人不足が深刻化して

いる。若年層が入職したくなるような業界づ

くりが大きな課題。

＜穀物卸売業＞ 天候不順の影響から道内の

農作業の遅れが目立っている。また、穀物価

格が上昇傾向にあることから，希望する数量

を仕入できない恐れがある。

＜鋼材卸売業＞ 公共事業増額や消費税引上

げ前の駆け込み需要などの期待はあるが、物

の動きには波及しておらず景気回復の実感が

わかない。建設業界は最盛期に向かう時期で

あり、様子を見ていく。

＜鋼材卸売業＞ 人手不足により建設工事の

進行が遅れており、資材の販売量が鈍い。そ

のため、在庫を多く抱えなくてはならず、金

利負担が避けられない状況にある。

＜建材卸売業＞ 全般的な景気高揚感もあり

業界は活発化している。新規開拓に力を入れ

るべく、支店毎に新規取引先獲得の目標を設

定したところ、小口であるが成果が出てきて

いる。

＜塗料卸売業＞ 道内の実体経済は厳しいと

考えている。利益の確保と与信管理が重要で

あり、高付加価値商品への販売転換と、取引

先の信用調査に重点を置く。

＜電気機械器具卸売業＞ LEDを中心とした

省エネタイプ照明器具や太陽光発電設備の販

売が増えており、今後もこれらの商品分野に

ついて営業推進に力を入れる。

＜産業機械器具卸売業＞ 今年は人員を補充

したため経費増加となるが、利益率の高い分

野に力を入れ収益を確保する。自社工事率を

高めて他社との差別化を図る。

＜自動車販売業＞ 今年はエコカー補助金の

ような販売促進につながる施策がないため、

営業推進が難しい。お客様に響く提案ができ

るかのスキルが問われる。

＜宝石店＞ 景気回復感は強いが、道内店頭

での宝飾売上は今一歩で、これからの上昇に

期待している。

経営のポイント
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＜コンビニエンスストア＞ アイテム数を増

やさないと売上を上げることができない時代

であり、売場面積を広げて品揃えを増やすた

めに、秋を目途に改装工事を行う。

＜食品スーパー＞ 安売り合戦が続いており

消耗戦の様相。ある程度の売上減少は予想し

ているが、粗利益率を向上させるように努め

る。

＜生コン輸送業＞ 軽油単価の動向が要注意

材料。利益の確保が重要と考え、荷主との価

格交渉を重ねる予定。

＜運輸業＞ 人手不足の解消のため、高卒の

採用を拡大する。更に育成の仕組みも見直し

て戦力増強を図る。

＜運輸業＞ 鋼材の荷動きが昨年と比べて若

干好転しているように思われる。鉄鋼業界を

はじめ、業界再編の流れが続いており、いち

早い情報収集力が今後の営業成績を左右す

る。

＜バス会社＞ 円安等の影響で軽油価格の上

昇が懸念され、その動向次第では経営が圧迫

されかねない。

＜観光ホテル＞ 企画商品の販売やインバウ

ンドの集客増加により宿泊者数、売上高とも

前年を上回った。単価が高い７月から１０月に

かけていかに利益を上積みできるかが重要。

＜飲食店＞ 富裕層の消費が拡大しているよ

うに思う。外食産業では居酒屋や低価格業態

よりも焼肉など高単価業態の売上が相対的に

増加してきた。問題点としては、輸入牛肉の

仕入値が今後も高止まり推移が見込まれるこ

と、燃料費コストが嵩んできていること、外

食産業の離職率の高さが公表され人手が集め

にくくなっていることなどが挙げられる。

＜建設コンサルタント＞ 公共工事増加が売

上につながりつつある。東北地区での営業強

化や技術力の売り込みによって、受注機会の

拡大を図る。

＜建設機械器具リース＞ 今年は消費税引上

げ前の駆け込み需要により相応の売上確保は

期待できるが、その後の反動減は予測が難し

く、売上回収面を考慮した取引先選別も行っ

ていく。

＜倉庫業＞ 輸入冷凍水産物の入庫状況に多

少回復の兆しがあるが、依然として売上が停

滞しており、引続き経費削減や空き倉庫の有

効活用に努める。

＜警備業＞ 機械警備が個人にも普及してき

ており、単身世帯や年配者に対する付加価値

を高めて需要を喚起する。監視カメラや

AED設備の更新等の機会を捉え、機器販売

を拡大したい。

経営のポイント
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号

人々が社会生活を送る上で、他者との関係で相互の利害を調節して合意に達するためのコミュ

ニケーションとして、交渉は常に行われています。ビジネスや政治の場における金額や条件に関

する協議は交渉としてイメージしやすいところですが、友人とのスケジュール調整や姉弟間での

おやつをめぐる攻防も立派な交渉です。

このような交渉を上手くまとめるためには、当然ながら交渉の技術が重要となりますが、一般

に学校では交渉の技術を教えてくれることはありません。そのため、多くの人は良いやり方を知

らないままに交渉に臨まざるをえなくなっており、交渉が難航する原因となっています。

実際の交渉においては、双方の主張の間をとるような合意がされることが多いのが現状です

が、本稿では、ハーバード大学の人気講座であるハーバード流交渉術、すなわち、従来の交渉の

イメージとは少々異なる「利益満足型交渉」を紹介します。

１．とある交渉の例

【事例】

あなたが家に帰ると長女のサリーと弟のユウキが大喧嘩をしていました。

理由を聞くと、ダイニングにあった１つのオレンジを奪い合っているとのことです。サリー

は近所のサトシおじさんから自分がもらったオレンジなのだから自分のものだと言い張り、ユ

ウキはサリーが昨日もアップルパイを一人で全部食べてしまったのだから今日のオレンジは自

分がもらうと言い張っています。

あなたは「姉弟で仲良くするように」と二人を叱った上で、オレンジを平等に半分ずつに分

けさせました。二人は不満そうにしながらも従いました。

その後、マーマレードを作りたかったサリーは手に入れた半分のオレンジの皮だけを使い、

身の部分は捨ててしまいました。お腹が空いていたユウキは手に入れた半分のオレンジの身の

部分を食べ、皮は捨ててしまいました。

【ポイント】

お互いの本当に求めているものを理解できなかったばかりに双方とも損をしています。

事例における対立は、サリーとユウキのどちらがオレンジを手に入れるのかでした。これは

言うなれば、「オレンジを自分が手に入れる」という「立場」のみの交渉です。

しかし、実際にお互いの利益をつきつめてみると、サリーが欲していたのはオレンジの皮の

部分だけであり、ユウキが欲していたのはオレンジの身の部分だけでした。

経営のアドバイス

交渉術のすゝめ
朝日中央綜合法律経済事務所グループ
弁護士法人 朝日中央綜合法律事務所

弁護士 小野 弘康
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お互いに相手が欲している本当の利益が何であるのかということを理解できなかったばかり

に「オレンジを自分が手に入れる」という「立場」のみの交渉に終始してしまい、結果として

双方ともオレンジの半分の皮と半分の身しか手に入れられませんでした。交渉が上手くいけば

各自がオレンジの全部の皮と全部の身を手に入れられたのに。

２．ハーバード流交渉術とは

（１）交渉とは１つのパイの分け方を争うゼロサムゲームではなく、交渉の双方当事者が利益を

最大化して合意できる内容（Win/Win）になるよう協力して案を作り上げる場であると考え

る「利益満足型交渉」がハーバード流交渉術です。

ポイントは、交渉の当事者や立場と問題を切り離し、双方当事者が交渉を通じて実現すべ

き利益（Interest）が何であるのかを考えるという点にあります。

ハーバード流交渉術では、以下の７つの要素を意識しながら交渉を進めます。

① Interest（利益）

当事者が交渉を通じて実現したい利益であり一番重要です。

「○○を手に入れて△△したい」「○○になって△△されたい」の△△の部分です。

② Options（選択肢）

利益を実現するためにどのような選択肢があるのか検討します。

「○○を借りてきても△△できますね」「□□でも△△されますよ」。

③ Legitimacy（根拠）

交渉における主張の正当性・根拠です。

「裁判になった場合でも○○ですよ」「世間の相場としてはこれくらいですよね」。

④ BATNA（バトナ。代替案：Best Alternative To a Negotiated Agreement）

交渉が成立しなかったとしても選びうる他の手段です。

「△△しなくても××できればまぁいいんだけどね」。

「別に今回××できなくても次できればいいんですよ」。

⑤ Relationship（関係）

当事者の人的関係・立場などです。

「ウチの社長とおたくの社長で話はついている」「長い付き合いじゃないですか」。
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BATNA

Relationship

Legitimacy

Options

Interest

Circle of Value

Commitment

Communication

⑥ Communication（意思表示）

意思表示が曖昧だと後々の争いの種となります。

「じゃあそういうかんじで」。

⑦ Commitment（合意）

BATNAよりも良い内容の合意ができる場合のみCommitmentが成立します。

「○○社から仕入れることもできるが、やはり△△社の方が品質が良いし」。

（２）７つの要素（７Elements of Negotiation）の関係

上記の７つの要素のうち、コアとなるのはInterest・Options・Legitimacyの３つの要素であ

り（Circle of Value）、これらの要素は相互に関係し合います。常に３つの要素から離れずに

交渉を進め、最終的にはBATNAを上回る内容の合意（Commitment）を目指します。

時として、RelationshipやCommunicationによって揺さぶりをかけられることもありますが

（「まぁまぁいいじゃないですか。知らない仲じゃなし」「そんな固いこと言わないで…

ね？」）、あくまでも３つの要素に立ち返って交渉を進めます。

そのことが、人や立場と問題を切り離す利益満足型交渉となります。
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３．交渉術を使うとどうなるか

（１）イスラエルとエジプトの平和条約（１９７９年）の例

当時、イスラエルは中東戦争でエジプトから奪ったシナイ半島を占領していました。エジ

プトはイスラエルに対してシナイ半島の返還を求めており、イスラエルはこれを拒んでいた

ことから、双方の立場は深く対立しており、再び戦火を交えなければシナイ半島の返還は実

現しないとも思われました。

しかし、双方のInterestに目を向けると、エジプトは古くから支配していたシナイ半島の領

土としての主権維持をInterestとしていたのに対し、イスラエルはシナイ半島の国境付近の安

全保障をInterestとしていたことが分かりました。

そうであればということで、イスラエルがシナイ半島を返還してエジプトの主権を回復さ

せるが、エジプトは国境付近を非武装地帯としてイスラエルの安全保障を確保するという、

双方のInterestに合致したCommitmentが成立しました。

一見対立しているように見える双方の立場にとらわれることなく、その背後にある利益に

着目することで問題を解決するという利益満足型交渉の成功例です。

（２）先のオレンジの例でも、「オレンジを自分が手に入れる」という「立場」のみの交渉を行

うのではなく、そこから一歩踏み込んで相手方のInterestを探るべきでした。

そして、サリーはオレンジの皮が欲しくて、ユウキはオレンジの身が欲しいというお互い

のInterestが分かれば、それぞれが皮と身の全てを手に入れるというWin/Winの合意をできた

はずでした。

４．交渉術の使い方

（１）ポイント

・ 互いの利益を満足させるような妥結点＝背後にある利益を見出すことが重要。

・ 交渉はゼロサムではないから一方が勝って他方が負けるとは限らない。

・ 根拠に基づく正当な主張を行うことで納得しやすくなる。

・ 複数の選択肢を用意することで合意に至る可能性を高める。

（２）まず考えるべきこと

① 立場でなく利害に焦点を合わせる（Interest）

交渉をする際には、結論や提案は後に回すことが意外と重要です。

ビジネスにおいてよく言われる「結論を最初に述べるべき」ということは、話を理解し

やすくするためには非常に有用であり、社内プレゼンや法務の世界、意見書などを書く際
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には良い手法でしょう。

しかし相手がいる交渉の世界では結論を先に言うと、結論だけで相手が拒否反応を示し

てしまう（引いてしまう）ことがあります。ここに説明と説得の違いがあります。

相手に拒否反応を起こさせないためには、最初に「私にはどういうInterestがある」「なぜ

ならば」と述べて「だからこうしましょう」と最後に言うようにするべきでしょう。その

ようにすれば、相手としても「用意していた結論を押しつけられてその補強となる事実を

理由として述べられた」と感じるのではなく、「順を追って事実を見ていくと自らの考え

で自然とその結論に辿り着いた」と感じられ、結論に対する拒否反応が起こりにくくなり

ます。

そして相手の主張に対しては、立場についてyes/noの反応をするのではなく、「なぜそ

う主張するのか」を問うことで深くInterestを探っていきます。

② 複数の選択肢を用意する（Options）

Optionsは範囲や金額の増減だけではなく、時期や条件をつけるといったことや、オマ

ケをつけるなど、色々なものがあります。

交渉の準備のためにブレインストーミングを行って色々なOptionsを用意します。

交渉の場では「A案とB案があるけどどっちが良いですか？」と相手に選ばせるのも１

つの作戦です。これは、１つの案しかないと相手が拒否反応を起こしやすいので選択肢を

残してあげるものです。

③ 客観的基準を強調する（Legitimacy）

交渉には正当な理由（客観的な基準）がないといけません。相手がいくらInterestを満た

していたとしても、根拠がないと「自分は騙されたんじゃないか？」「この交渉で丸め込ま

れたんじゃなかろうか？」と疑ってしまいます。主張するInterestに確たる根拠がないと相

手を納得させることはできません。

相手の基準と自分の基準が違うこともありますが、「私はこう思う」「僕はそう思わな

い」となった場合には、相手の根拠を尋ねることが非常に重要です。相手の根拠を聞いて

どのようなInterestがあるのかを相互に確認した上で、いかにしてそれを満たすことのでき

るOptionsがあるのかを考えていきます。

（３）準備すべきこと

④ 合意が成立しない場合の最良の案を考える（Alternative）

交渉の準備をするときには交渉のやめ方も考えておかなければいけません。

交渉が必ずしも成立するとは限りませんし、交渉を成立させない方が良いときもありま

す。その交渉を成立させないとしても自分のInterestを満足させるような他の方法はあるの

か、BestなAlternativeを考えるのがBATNAです。
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また、相手にはどんなBATNAがあるのか、それは強いのか弱いのかを探ることも重要

です。そして、BATNAがなければ相手は交渉を打ち切ることができないのですから自分

が有利に交渉を進めることができるようになります。

高度なテクニックになると、自分にはBATNAがあるけど相手にはないという状況を

作っていきます。「あなたはこう考えているかもしれないけれど、それは出来ませんよ」と

匂わせるBATNA潰しも有効な場合があります。

（４）交渉する上で注意すべきこと

⑤ 人と問題を切り離す（Relationship）

人と問題は影響はしますが、分けるべきであり混同してはいけません。

もちろん人脈（今までの良好な関係）によってInterestが見出しやすいことはあります

し、人治の国と言われる中国などではRelationshipがあることがLegitimacyだったりもしま

す。「私とあなたは長い付き合いでしょう」「私とあなたの関係を続けたい」と相手がくり

だしてくることもありますが、「そこは別の問題」「本来は云々」などと遮断して対処しま

す。

⑥ 明確な意思表示（Communication）

「自分はこうだから相手もこうだろう」「相手の利益はこうだ」と間違って思い込んでし

まうと話が前に進まなくなってしまいます。

また、相手の力に押し返して反発してしまうとRelationshipも悪化してしまいますが、

RelationshipとCommunicationがハードになってしまうと「それだと私の立場はどうなるん

だ！」と立場に流れてしまいやすくなります。自分の側の痛いところを突かれた場合で

あっても、正面で受け止めたり反発したりはせずに、一旦は柳のように受け流しておいて

から対応するべきです。

なお、自分に不利な部分を曖昧にしておくとOptionsの内容が変形されてしまったり結

局は自分に返ってくるおそれがあるため、自分に不利な場合でも意思表示を曖昧にせずに

明確にしておかなければなりません。

（５）最後にすべきこと

⑦ 考え抜いた結論（Commitment）

無理して合意しなくても別な方法があるならばそちらをとれば良いのですから、自分の

BATNA（合意でなくとも出来る代替案）よりもCommitment（契約の合意）の方が良い場

合にのみ合意します。

BATNAも一つの選択肢のように見えますが、合意しなくても出来る方法がBATNA（他

社から４５０万円で買います）で、互いに合意するような方法としてどのようなのがあるか

がOptions（オマケ付きで５００万円で買います）です。
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【所属社員・スタッフ】

弁護士 ２９名

公認会計士・税理士 １３名

一般事務職員 ２８名

【所在地】

東京事務所 東京都千代田区霞が関３丁目２番５号

霞が関ビル１９階

大阪事務所 大阪市中央区本町４丁目１番７号

第二有楽ビル８階

札幌事務所 札幌市中央区南一条西２丁目５番地

南一条Kビル７階

横浜事務所 横浜市西区みなとみらい２丁目２番１号

横浜ランドマークタワー１７階

＜朝日中央綜合法律経済事務所グループのご案内＞

朝日中央綜合法律経済事務所グループは、高齢化社会の進展を見据えて、相続業務を中心とし

てワンストップサービスを展開しています！

朝日中央綜合法律経済事務所グループは、我国で他に類例をみない法律、税務、財務、信託の

トータルファームです。

当グループは、１９８７年に弁護士・公認会計士・税理士によるワンストップサービスを実現し、

さらに２００５年には信託業法の改正と同時にグループの関連会社として株式会社朝日信託を設立し

ました。同社は、内閣総理大臣の認可を受けた日本で唯一の個人信託専門会社です。これらの経

営基盤を活かして、金融機関との業務提携を拡充し、遺言書作成、遺言執行、遺産整理、財産承

継プランニング、相続税申告などの相続関連業務を非常に活発に行っております。

弁護士法人朝日中央綜合法律事務所は、グループの中核を担い、相続関連業務・不動産関連業

務・会社支配権関連業務を中心に業務を営んでおります。

朝日中央綜合法律経済事務所グループ概要（平成２５年３月３１日現在）

【札幌事務所連絡先】TEL：０１１－２２３－２８３０

http : //www.ac-law.jp/

参考文献

①ロジャー・フィッシャー、ダニエル・シャピロ著 印南一路訳「新ハーバード流交渉術」２００６

年 講談社

②齋藤孝・射手矢好雄著「ふしぎとうまくいく交渉力のヒント」２００９年 講談社
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平成２４年１０月のタイ・バンコクと新千歳を結ぶタイ国際航空による直行便の就航以降、タイからの来
道客数は順調に推移し、今年の１０月２７日より現在の週４便から毎日運航へと増便になる予定です。７月
からの実質的な観光査証（ビザ）免除も追い風となり、今後ますますタイからの観光客が増えることが
期待されています。

直行便を利用したタイから北海道への旅行商品は、３泊５日のツアーで約８万円と、中間層の月収を
上回る料金となっています。札幌、小樽、函館、旭川の主要都市や、洞爺、定山渓、登別、層雲峡、阿
寒などの温泉地から、宿泊場所を自由に選ぶことが可能な個人旅行プランが人気です。
ツアーの中には、１日もしくは２日間の自由行動の時間が設けられています。TV番組や雑誌、さら

にはSNS（ソーシャルネットワークサービス）などにアップされた旅行先の写真やコメントといった
「口コミ」により北海道の情報を入手し、自分の興味のある場所を訪れています。「口コミ」による情報
発信が、タイにおいて北海道人気を持続させている要因の一つであると言えます。

タイの人たちは、四季を通じて変化する北海道の景色に魅力を感じています。花にもとても興味を
持っており、ラベンダー、芝桜、はまなす、すずらんなど様々な花が咲き誇る自然豊かな北海道への憧
れは強いようです。
また、アイヌ文化に非常に興味を持っています。私が北海道出身だと話をすると、北海道の歴史、ア

イヌの考えや民族衣装など、多くのことを尋ねてきます。タイの首都「バンコク」が「偉大な天使の
都」という意味の正式名称を持っているように、タイの人は地名の意味をとても大切にしています。日
本の地名にも関心を持っています。アイヌ語に由来する道内各地の地名の意味などを知っておくと、タ
イの人たちとのコミュニケーションを図る上で役立つかもしれません。

温泉の人気も高まってきています。以前は、人前で服を脱いだり、熱いお湯に浸かることに抵抗が
あったようですが、日本を訪れた人の「温泉は気持ちがいい。」との口コミが広がり、今では道内各地
の温泉地でタイの観光客の姿を目にするようになりました。この温泉人気を受けて、日本各地の温泉地
がタイからの観光客誘致を目的に様々な取組みをしています。

タイは「微笑みの国」と呼ばれ、温和な人が多く、かつ親日的と言われています。そんなタイの人た
ちは、口々に日本は治安もいいし、日本人は親切だと話します。リピーター客を増やすためには、「さ
らに北海道が好きになった。また来てみたい。」と思ってもらえるような日本らしい「おもてなしの
心」でお迎えすることが必要と思います。

「食」と「観光」に優位性のある北海道にとって、タイでのビジネスチャンスは今後ますます広がる
といえるでしょう。ASEAN地域でのビジネス展開は、北海道企業が新たなマーケットを開拓する大き
なチャンスです。
当行は昨年１０月にバンコック銀行と業務協力協定を締結しました。今年６月からは私もバンコック銀

行に赴任しています。当行は、バンコック銀行が有する情報ネットワークを活用し、タイ現地の情報提
供や、幅広いコンサルティングサービスを行うことが可能です。また、来年１月を目処としたバンコク
でのオール北海道のための「北海道ASEANビジネスセンター」の設置に向けた準備を進めておりま
す。
これからも海外支援体制を積極的に展開し、道内企業の皆さまに役立つ情報を提供してまいります。

アジアニュース

タイ・バンコクと北海道
北洋銀行国際部 調査役
（バンコック銀行派遣）

田矢 良平
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前頁で特集したタイ以外でも、アジアの人々にとって北海道は非常に人気の高い観光地となっていま
す。東日本大震災等の影響で、一時外国人の観光客数は大きく落ち込んだものの、現在は回復基調にあ
ります。

【上海】
２０００年に北京市、上海市などで日本への団体旅行が解禁となり、０５年には中国全土に拡大されまし
た。０９年には、北海道を舞台とした映画「狙った恋の落とし方。」の大ヒットにより、北海道は中国人
にとって憧れの場所となり、観光客数の増加の大きな追い風となりました。
北海道向けツアーは５日～７日間の商品が一般的ですが、東京や大阪経由が多く、道内観光に特化し

た商品は少数です。札幌、小樽、洞爺湖、定山渓、登別、富良野などを巡る１３～２０万円の商品が人気で
す。
今年１月～５月の上海日本総領事館での観光ビザ発給件数を見ると、「団体」が前年同期比７３％減に

落ち込む一方、「個人」は１０％増加し、「団体」を約７千件上回り３万件を超えました。今後リピーター
や個人旅行客の増加に伴って、行き先は多様化し、より本物・高級志向が高まっていくと思われます。

【大連】
昨年１０月に運休となった新千歳－大連間の直行便は、現在も再開されていません。昨年９月以降、多

くの旅行会社が日本旅行商品の販売を自粛していましたが、今年４月から取扱いを再開しています。
大連からのツアーは、直行便がないため東京経由がほとんどで、北海道での滞在期間が短くなってい

ます。富良野や小樽、定山渓や登別の温泉地も人気があります。直行便があれば道央だけではなく、映
画で有名になった道東方面にも足を伸ばせますので、一日も早い再開が期待されます。

【シンガポール】
札幌を拠点にした周遊ツアーが人気で、登別や小樽、旭山動物園、富良野・美瑛、函館が定番ルート

です。知床や道東を巡るプランもあります。
観光庁の調査では、２０１２年に日本を訪れたシンガポール人観光客のうち９割が個人でした。団体ツ

アーでは回ることのできない場所や、ガイドブックには載っていないスポットを求める人も増えてきて
います。レンタカー周遊ツアーを企画した旅行代理店は、多くの個人旅行客獲得に成功しています。ま
た、アイヌ文化に興味があり「しらおいポロトコタン」が印象に残っているとの声も聞きました。
リピーターは常に新しいものを探しています。地元の人にとっては当たり前の光景でも、道外や海外

の人には非日常的であり、魅力あるものかもしれません。その地域でしか味わえない特徴的なオプショ
ンツアーがあれば、観光客誘致の呼び水として期待されます。

【サハリン】
距離も近く、気候も似通っていることから、北海道は気軽に行ける観光地として人気があります。週

２便の直行便は、１時間２０分の飛行時間に対し、航空運賃は往復で８万円以上と高額です。費用を抑え
るために稚内－サハリン間のフェリーを使うケースも多いようです。
フェリーを利用した７泊８日のツアー（約１２万円）が人気で、札幌を起点に登別、洞爺湖、富良野の
いずれかへのバスツアーを選ぶことができ、３日間のフリータイムに各自がオプションツアーを組み合
わせて観光を楽しむことが可能です。
特徴的なのは滞在日数の長さです。長期休暇をとりやすいため、多くの商品は約１週間の行程です。

時間に余裕のある学生向けに、３ヶ月間北海道に滞在する商品も販売されています。長期滞在を満喫で
きるよう、アウトドアや工芸体験など体験型のプログラムを多く用意すると喜ばれるかもしれません。

海外からの「北海道人気ツアー商品」
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アジアニュース

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号

 

旭川 台北 週４便、ソウル 週２便

函館 台北 週６便

釧路 台北 週１便

その他道内空港の直行便運航状況

国際線路線 旅客数（人） 対前年同期比
台北 １６４，６４３ １０６％
ソウル １２０，７４４ ９４％
香港 ８０，６１２ １０２％
バンコク ４３，９２６ １１，３８０％
釜山 １２，６７７ ９９％
上海 １２，４６３ ５９％
北京 ９，９９８ ５９％

ユジノサハリンスク ５，５３６ １１８％
その他 ３６，９７２ １２１％
合計 ４８７，５７１ １０９％

（資料：国土交通省 東京航空局 新千歳空港事務所「新千歳空港の航空概況速報」）

来日時の観光ビザ（査証）について

タイ：ビザ免除（平成２５年７月より）
中国：観光ビザ必要（団体観光と個人観光の形式があり、個人の場合は所得条件がある）。
シンガポール：ビザ免除
ロシア：旅行社保証観光ビザが必要。

アジア・極東－新千歳空港の直行便運航状況 ２０１３年７月現在

新千歳空港路線別旅客数（国際線）２０１３年１‐５月
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― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４１４ ５７～１５２ ２４１ １９５

牛乳 １リットル 現地産 ２０３～４０９
３０

（２４３ml）
２４１

（８３０ml）
１４４～２３４

じゃがいも ０．５kg 現地産 ９４～２１６ ２８～９３
８４

（アメリカ産）
４２

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １４２ ２５３
７０

（１個）
２２５

（エジプト産）

小麦粉 １kg １３３ ２２３ １９４ １３５

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９３ － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８８ ２８０ ２５２

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７７ ９９ １２４ ４２０

ミネラルウォーター ５５０ml １９ １８ １２０ ５１～１０５

コーラ ３３０ml コカコーラ ３２ ４０ ７７ １０２

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５６ ２５６ ３６５ －

タクシー初乗り ２２４ １２８ ２６４ ４５０～６００

ガソリン １リットル レギュラー １２０ １１４ １６９ ９９

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１１

（現地製）
４５６ ５０９

３７２
（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１８

（現地製）
７１

（現地製）
２４６ １４７

洗濯洗剤 １kg 日本製
１９９

（現地製）
１９１

（現地製）
２１３ １，０５０

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６０ １６０ ３１１ ３００

電気料金 １kwh 住居用 ９ ８ ２１ １０

水道料金 １� 住居用 ２６ ４９ ９１ ９２

新聞 １部 一般紙 １６ １６ ７０ ４８

バス 市内均一区間 ３２ １６～３２ ７７～１６３ ４５

地下鉄 初乗り ４８ － ８５～１８６ －

携帯

機種 iPhone５１６G ８４，９２５ ８４，９２５ ７３，７８２ ８０，９７０

基本料金／月 ７３８ ９３１ ４，２１９ ７，５００

通話料金／分 ４ ４ １１ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動 ８８３～２，２４８９６３～１，１２４ ８９５ ５１０～１，１１０

現地価格調査（２０１３年７月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール内、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】
２０１３年６月２８日仲値 １中国元＝１６．０６円 １シンガポールドル＝７７．８３円 １ロシアルーブル＝３．００円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０５／本文　※柱に注意！／０２２～０２５　アジアニュース  2013.07.18 18.17.57  Page 25 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９０．１ △６．２ ９１．４ △９．５ ９２．７ △５．６ ９１．５ △９．２ ９０．８ △１１．４ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９３．５ ３．８ ９９．４ ８．８ ９６．５ ４．１ ９９．２ ８．４ ９２．０ １．３ ９２．１ △１．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９８．７ △０．７ ９９．５ ３．１ ９７．７ △１．５ ９３．１ １．２ １０３．２ １２．１
２４年度 ９０．７ △３．９ ９５．８ △２．９ ９６．２ △３．３ ９５．９ △１．８ ９１．９ △１．３ １００．４ △２．７

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ １０１．３ ０．８ １００．５ １．４ １０１．９ １．７ ９０．４ ４．８ １０９．６ ４．９
４～６月 ９４．２ △２．５ ９９．１ △２．２ ９７．９ △２．６ ９８．８ △３．０ ９０．５ ０．１ １１０．２ ０．５
７～９月 ９１．１ △３．３ ９５．９ △３．２ ９６．７ △１．２ ９４．６ △４．３ ８８．６ △２．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ８７．２ △４．３ ９４．１ △１．９ ９３．７ △３．１ ９３．４ △１．３ ８９．７ １．２ １１０．４ △１．６

２５年１～３月 ９１．０ ４．４ ９４．７ ０．６ ９７．２ ３．７ ９７．２ ４．１ ８９．２ △０．６ １０６．６ △３．４
２４年 ５月 ９３．３ △２．６ ９８．８ △１．８ ９５．７ △４．０ ９８．９ △１．２ ９２．７ １．３ １１０．０ △１．７

６月 ９３．４ ０．１ ９８．０ △０．８ ９８．３ ２．７ ９７．４ △１．５ ９０．５ △２．４ １１０．２ ０．２
７月 ９４．１ ０．７ ９７．５ △０．５ １００．１ １．８ ９５．５ △２．０ ９１．１ ０．７ １１１．８ １．５
８月 ９１．０ △３．３ ９６．１ △１．４ ９６．９ △３．２ ９５．４ △０．１ ９０．０ △１．２ １１２．２ ０．４
９月 ８８．３ △３．０ ９４．０ △２．２ ９３．０ △４．０ ９３．０ △２．５ ８８．６ △１．６ １１２．２ ０．０
１０月 ８７．１ △１．４ ９４．３ ０．３ ９２．３ △０．８ ９３．３ ０．３ ９０．４ ２．０ １１２．２ ０．０
１１月 ８７．４ ０．３ ９３．４ △１．０ ９３．２ １．０ ９１．８ △１．６ ９０．５ ０．１ １１１．８ △０．４
１２月 ８７．２ △０．２ ９４．７ １．４ ９５．６ ２．６ ９５．２ ３．７ ８９．７ △０．９ １１０．４ △１．３

２５年 １月 ８９．８ ３．０ ９４．１ △０．６ ９７．５ ２．０ ９６．３ １．２ ９１．４ １．９ １０８．６ △１．６
２月 ９２．３ ２．８ ９４．９ ０．９ ９７．１ △０．４ ９８．０ １．８ ９１．４ ０．０ １０７．３ △１．２
３月 ９０．８ △１．６ ９５．０ ０．１ ９７．０ △０．１ ９７．２ △０．８ ８９．２ △２．４ １０６．６ △０．７
４月 r ９１．５ ０．８ ９５．９ ０．９ r ９７．５ ０．５ ９５．８ △１．４ r ８８．５ △０．８ １０７．４ ０．８
５月 p９１．９ ０．４ p９７．８ ２．０ p９４．５ △３．１ p９６．６ ０．８ p８７．４ △１．２ p１０７．１ △０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１ △０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年１～３月 ２２９，４０６ ０．２ ４８，０７４ ２．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ４．０ １７６，８７０ ０．５ ３１，７１４ １．４
４～６月 ２３０，４０１△０．１ ４７，１０１△０．７ ４８，８７１ △１．８ １５，５２９ △１．２ １８１，５３０ ０．４ ３１，５７２ △０．５
７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１ △１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５
２４年 ５月 ７７，０９６ ０．３ １５，７５５ △０．１ １６，２１８ △１．６ ５，１２７ △２．０ ６０，８７９ ０．８ １０，６２８ ０．８

６月 ７５，６４４△０．６ １５，６８２ △２．２ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △２．４ ５９，５００ △０．３ １０，４６４ △２．１
７月 ８０，４７２△２．３ １７，１２３ △４．０ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △４．４ ６１，６４１ △２．０ １０，９１４ △３．８
８月 ７７，３７０ ０．２ １５，５６８△０．０ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △１．８ ６１，８８１ ０．４ １１，０２３ ０．７
９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△０．２ １５，５４５ △３．３ ４，６９３ △０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３ △２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２ △２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９ △２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 r ７７，２９８△０．５ １５，５０８ △１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ r ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 p ７７，７１１ ０．８ p １５，８８９ ０．９ p １６，３６３ ０．９ p ５，２５２ ２．４ p ６１，３４８ ０．８ p １０，６３７ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０５／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2013.07.18 16.40.43  Page 26 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年１～３月 １１３，１７４ ４．６ ２２，０３３ ５．９ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
４～６月 １２０，９６９ ４．４ ２３，３３６ ５．８ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
２４年 ５月 ４０，８９９ ４．２ ７，９２０ ６．０ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３

６月 ４１，５１８ ２．０ ７，８１８ １．５ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ １．４ ８，６０４ １．０ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ １．９ ８，６７２ ３．１ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
２４年 ５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６

６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０５／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2013.07.18 16.40.43  Page 27 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
２４年 ５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０

６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６５４ ８．７ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６６１ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８１５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５０３ ２．６ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
２４年 ５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１

６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３７９ ６．９ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６３ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６５ ５．５ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６１ ８．７ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８８９ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７５ １．７ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２０ ４．２ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９０８ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７７９ ４．０ ０．６１ ０．７４ － ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８１ ７．３ ０．６１ ０．７３ － ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △２．１ r１，６９８，１８５ ３．８ ７２１，１３９ ３．４

２４年１～３月 ９３，３５６ ７．９ １６１，５９７ △１．６ ４６６，４５９ ２９．１ １７７，０６３ ９．９
４～６月 ９５，９３０ ３．７ １６４，４３６ ４．８ ３７３，００６ △０．０ １７８，１３９ ５．０
７～９月 ９１，６３２ △５．８ １５７，１４５ △８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２５年１～３月 １１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ r ５１０，３８８ ９．４ １９１，３１６ ８．０
２４年 ５月 ２７，７０２ △２３．７ ５２，３６９ １０．０ １１９，１８０ △１４．３ ６１，４４８ ９．３

６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４１８ △２．３ １０４，６３１ ４．３ ５５，８５８ △２．２
７月 ３３，５９２ １０．４ ５３，１２２ △８．１ １１４，２６１ △５．０ ５８，４０８ ２．３
８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４４４ △５．８ １３９，９８４ ５．２ ５８，１２８ △５．２
９月 ２６，１２６ △２５．７ ５３，５７９ △１０．３ １２７，５７１ ６．３ ５９，２６１ ４．２
１０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △１．５
１１月 ３１，８０１ △１．３ ４９，８３２ △４．１ １３５，１５８ △７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１
２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △２．９ １６１，８８３ ４．２ ６０，６４５ １２．０
３月 ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ r １６４，６９４ ５．０ ６６，３７９ ５．６
４月 r ３８，９３４ ０．５ ５７，７６６ ３．８ r １６７，０１１ １１．９ r ６６，６１５ ９．５
５月 p ３３，９０１ ２２．４ ５７，６６７ １０．１ p１５２，１５５ ２７．７ p ６７，６３１ １０．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２４年 ５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９

６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △１．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年８月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成25年4～6月期実績、平成25年7～9月期見通し） 

●交渉術のすゝめ 

●タイ・バンコクと北海道 
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